刑事訴訟法における審判対象論と刑法における構成要件論の関係について by 河野 敏也
103


























Ⅰ 問 題 の 所 在







案の中で ｢公訴事実｣ に変更され, そして ｢訴因の観念はやや慌ただし
く｣
(２)











































そこで, 本稿は, まず, 審判対象論がどの
ように推移し, どのように理解が変化しているのかを確認する (Ⅱ)。次




Ⅱ 審 判 対 象 論

















































たことから, 裁判所は, 起訴状の犯罪事実に拘束されることなく, ｢事件





事件のことを, 学説および実務上は, ｢公訴事実｣ あるいは ｢公訴犯罪事
実｣ と称されていたのである。現行刑事訴訟法は，講学上の概念であった






























































































































































ち, ① ｢審判対象｣ がＡ ｢公訴事実｣ かＢ ｢訴因｣ か, ② ｢訴因｣ が a
｢事実｣ か b ｢法的評価・法的形象｣ であるかという問題が存在する。こ
の点につき, ①と②についてそれぞれ採る組み合わせが分かれ得るという。
























｢訴因は, それについて検察官が審判を請求する, 検察官の主張であ｣ っ



















































このような規定について, ｢公訴事実｣ と ｢公訴事実
の同一性｣ を明確に区別する必要がある。256条３項で ｢公訴事実｣ を用





















は, ｢訴因｣ の観念を導入して, 審理判決の対象が, 検察官によって, 公
訴提起の対照された犯罪事実, すなわち訴因であることを明らかにした。




用語としては, それが罪となるべき事実であることから, 『公訴事実』 (旧
法下の学説では, 『公訴犯罪事実』 の語が多く用いられた) と称される。
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さらに現行法では, 訴訟対象の設定者が検察官であることを明らかにしよ




























｢一応の決着｣ あるいは ｢ほぼ定着｣ という表記になっているのは, ｢審判





















題とされてはじめて観念される 『機能概念』 にすぎない｣ と主張する。
(69)




さらには, ｢『公訴事実』, 『訴因』 および 『罪となるべき事実』 という３










あるいは, ｢審判の対象は, 検察官の犯罪事実の主張であるが, その検
察官の主張する犯罪事実の内容が 『公訴事実』 と呼ばれ, その主張の形式
が 『訴因』 といわれると解する｣ もので, ｢両者は存在において同じもの
であるが, その認識において異なるものとみる｣ と主張されている。
(73)
さらに, 次のように主張されるものもある｡ ｢起訴状に記載すべき 『公
訴事実』 すなわち刑事訴訟における審理・判決の対象 (審判対象) は｣ と
述べていることから, まず, 起訴状記載の公訴事実が刑事訴訟における審
判対象であるとしている。そして, その審判対象が, ｢検察官が明示する
『訴因』 である｣ としている。そして, ｢『訴因』 とは, 検察官が裁判所に










































Ⅲ 訴 因 の 意 義
訴因の意義について, その機能の重点をどこに置くか見解の対立が存在
する。これは, 次のような事情を背景とする。公訴事実が, 法的なものに





















































































ベーリング見解とは異なり, 小野説における ｢『構成要件』 は, 刑法上の
概念であると同時に, …刑事訴訟法においても指導的機能を有する｣ と述
べている。そして, 旧刑訴法 ｢第360条の 『罪となるべき事実』 とは 『刑














































対しては ｢これを承認することはできない｣ とする。そこで, 構成要件に
おける主観的要素および規範的要素の存在を承認せざるを得ないとして,
マイヤー流の構成要件理解を継受している。しかし, ｢構成要件を専ら不
法類型と見るメツゲル, ブルンス, 佐伯助教授などの見解と異｣ なり, 構
成要件は, ｢違法にして且つ道義的に責任のある行為の定型と見る｣ べき
であるとする。構成要件は, ｢違法性と道義的責任との理念を具現するも










件論は, 次のようなものである。まず ｢構成要件の持つ機能として, およ
そ三つものをあげることができる｣ として, 罪刑法的主義的機能としての
犯罪個別化機能, 故意規制機能, そして, ｢訴訟法的機能｣ をあげてい
る。
(101)













































るべき事実｣ とは, ｢証拠により認定された, 犯罪構成要件に該当し, か








３項の ｢罪となるべき事実｣ は, 刑訴法335条がいうそれとは異なってい
るとされる。しかし, 刑訴法335条の ｢罪となるべき事実｣ は, 起訴状記
載の訴因に対応しているとされている。
(111)
































































































の下に, 訴因の客観的要件としては, ①だれが (犯罪の主体), ②いつ
(犯罪の日時), ③どこで (犯罪の主体), ④何を又はだれに対して (犯罪










の日時, 場所及び方法は, これら事項が, 犯罪を構成する要素になつてい
る場合を除き, 本来は, 罪となるべき事実そのものではなく, ただ訴因を
特定する一手段として, できる限り具体的に表示すべきことを要請されて















































者の ｢『その日時』 における死亡｣ は, 第二暴行が原因となるはずであ
る。
(135)
しかし, (相当) 因果関係判断は, ｢確率論的な見地から, 『その種の
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